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横 情 審 答 申 第 1029号 

平 成 2 4 年 ３ 月 ８ 日 
 

 

横浜市長 林  文 子 様  

 

                  横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

                     会 長   三 辺 夏 雄 

 

 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第53条第１項の規定に基づく

諮問について（答申） 

 

 

平成23年５月31日総人第63号による次の諮問について、別紙のとおり答申します。 

 

「横浜市行政文書管理規則、横浜市行政文書取扱規程の「文書手引」

の(2)起案の構成のア、イ、ウ」の個人情報一部開示決定及び個人情報非

開示決定に対する異議申立てについての諮問 
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別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市長が、「平成21年度 行人第390号「厚生労働省医政局医事課への照会につ

いて」」ほか３件の別添１に示す個人情報を特定し、一部開示とした決定及び「横

浜市行政文書管理規則、横浜市行政文書取扱規程の「文書手引」の(2)起案の構成の

ア、イ、ウ」の別添２に示す１から６まで、８、９及び11の個人情報を非開示とし

た決定は、妥当である。 

２ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、別添２に示す１から16まで（以下「16項目」とい

う。）に係る「横浜市行政文書管理規則、横浜市行政文書取扱規程の「文書手引」

の(2)起案の構成のア、イ、ウ」の個人情報本人開示請求（以下「本件請求」とい

う。）に対し、横浜市長（以下「実施機関」という。）が平成23年２月25日付で行

った「平成21年度 行人第390号「厚生労働省医政局医事課への照会について」」ほ

か３件の別添１に示す個人情報（以下「個人情報１」という。）の一部開示決定

（以下「処分１」という。）及び「横浜市行政文書管理規則、横浜市行政文書取扱

規程の「文書手引」の(2)起案の構成のア、イ、ウ」の別添２に示す１から６まで、

８、９及び11の個人情報（以下「個人情報２」という。個人情報１及び個人情報２

を総称して以下「本件個人情報」という。）の非開示決定（以下「処分２」という。

処分１及び処分２を総称して以下「本件処分」という。）の取消しを求めるという

ものである。 

３ 実施機関の処分理由説明要旨 

 実施機関が、本件請求に対し、本件個人情報を特定し、本件処分を行った理由は、

次のように要約される。 

(1) 個人情報１の特定について 

 異議申立人（以下「申立人」という。）は、平成10年の横浜市立大学（当時。

現在の公立大学法人横浜市立大学。以下「市立大学」という。）医学部附属市民

総合医療センター（当時。現在の公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療セ

ンター。以下「センター病院」という。）の診療等に対する対応並びに平成17年

５月に衛生局地域医療対策部医療安全課（当時。現在の健康福祉局健康安全部医
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療安全課。以下「医療安全課」という。）及び南福祉保健センターがセンター病

院に対して実施した立入検査には違法性があるとして、平成19年５月頃から関係

職員の処分を求めるという観点から、職員の人事を所管する総務局に対して申立

てを行ってきた。 

 平成19年５月以降、申立人が、市立大学及び健康福祉局から回答や説明を受け

られるように行政運営調整局人材組織部人事組織課（当時。現在の総務局人材組

織部人事組織課。以下「人事組織課」という。）が事実上の窓口となり、論点の

整理や日程調整のほか、必要な場合には市立大学及び健康福祉局に対して、申立

人への文書回答を依頼するなどの対応を行ってきた。 

 しかし、総務局は、本来の所管に代わってその適否を判断したり、回答・説明

したりする立場にはなく、起案により意思決定を行う必要がないため、本件請求

の対象となる文書を作成しておらず、保有していない。 

 ただし、申立人との相談・調整の結果、総務局として正式に所管局や国に文書

によって照会を行うこととなった場合や、申立人に対して本件の進め方に関して、

総務局としての考え方を文書により示す必要があると判断した場合については、

必要な意思決定のための起案を行った。 

 16項目に関する当該意思決定のための起案文書は、次のアからエまでに挙げる

起案文書である。 

ア 「厚生労働省医政局医事課への照会について」（16項目の７の関連部分） 

イ 「健康福祉局への回答依頼について」（16項目の10及び15の関連部分） 

ウ 「打ち合わせにおける提示文書について」（16項目の12及び16の関連部分） 

エ 「打ち合わせにおける提示文書について」（16項目の13、14及び16の関連部

分） 

(2) 個人情報１の横浜市個人情報の保護に関する条例（平成17年２月横浜市条例第６

号）第22条第７号の該当性について 

 職員の電子メールアドレスを公開することで、悪意のある第三者からのウイル

ス付きメールを送りつけられること等により、市役所内ネットワークシステムに

深刻な被害をもたらす危険性を高め、実際の被害が生じた場合、職務上甚大な支

障が生じるばかりか、影響が外部に及べば、行政機関としての信頼が著しく失墜

するおそれがあるため、当該部分について非開示とした。 

(3) 個人情報２の不存在について 
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 本件請求の対象は、平成19年５月以降、申立人が人事組織課を窓口として申立て

をした16項目に関する対応内容について、人事組織課及び総務局コンプライアンス

推進室コンプライアンス推進課（以下「コンプライアンス推進課」という。）が作

成した起案文書に記載された情報である。 

 したがって、個人情報１以外については、起案により意思決定を行う必要がなか

ったため、16項目に該当する起案は作成しておらず、保有していないため、非開示

とした。 

４ 申立人の本件処分に対する意見 

申立人が、異議申立書及び意見書において主張している本件処分に対する意見は、

次のとおり要約される。 

(1) 本件処分を取り消し、対象文書の全てを開示するよう求める。 

(2) 請求対象は、実施機関が申立人から正規受理した全文書各々と、起案構成の規程

どおりア 本体(3)参照、イ 起案、ウ 資料の全てである。調査、調整、協議、

回議、打合せ検討、相談協議した、起案書、決裁書、起案の構成ア、イ、ウ添付資

料、議事録やメモ書き、処分決定書（通知書等含む）等の法令規程にある自治事務

文書の全てを情報開示請求した。 

(3) 申立人が本件異議申立て後に、総務局に、起案の構成ア、イ、ウの不存在非開示

の訴文告発書、物証等、正規受理された原本写し４年分の全てを別途開示請求した

ところ、コンプライアンス推進課及び人事組織課から約3,000枚の開示提供があっ

た。 

(4) 資料起案のア 本体(3)参照、イ 起案、ウ 資料は、法令規程を厳守して実施

したならば当然あるべきである。存在すべき情報開示すべき全てを非開示処分とす

る法令根拠は一切ないのである。本件処分は不当である。本当は存在しているのに

隠匿し、全てを開示しないと疑念する。 

(5) 総務局は、その自治事務、実態を検証・立証を不可能にするために、物証である

起案構成ア、イ、ウ添付資料、議事録を全て作成発布しなかったのである。16項目

事務、文書取扱処理を施行したにもかかわらず、ア、イ、ウの全てを不存在とし非

開示にしたのである。著しく違反事務処理で調査・偽計したと考える。 

(6) 実施機関は、平成19年３月30日付で関係所管が連名で申立人に対し回答を行った

と主張するが、申立人は、連名文書、その内容は不知でその事実は全く知らない。

この文書が作成され存在するなら、開示請求をして審査会に提出するし、不存在非
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開示なら異議申立てに加えることとする。 

(7) 平成22年11月22日及び平成23年１月18日に一方的に新しい考え方として発布した、

２起案書にも起案構成ア、イ、ウ添付資料、協議・調整等の議事録がなく全く不存

在である。 

(8) メールアドレスについて 

 「悪意のある想定」ならば確かに実施機関の意見とおりだが申立人は悪意もなけ

れば職員個人の電子メールアドレスに興味もなくパソコンも持たずウィルス付きメ

ールも持たずネットワークシステムへの介入方法も全く知らない。外部第三者へ悪

意有る情報漏洩犯行を考えたことすらない。申立人は以上のごとき個人情報開示を

求めてはいない。実施機関の意見は恣意的に歪曲させる姑息な意見である。 

(9) 本件請求の目的について 

 人事組織課長、部・局長・係長らの違反偽計自治事務処理の全容を検証・判断す

るために本件請求に至った。 

(10) その他 

ア 総務局は、内部告発（調査）せず、偽計、調査詐称をした。市民局は、内部告

発（調査）せず、情報漏洩し、報告書対応処理した。都市経営局は、市民局の指

示、情報提供を受け、健康福祉局の報告書の対応処理をし、内部告発（調査）し

なかった。健康福祉局は、内部告発（調査）せず、業務上の責任問題及び係る法

律、条例等の法令上の自治事務責任問題の違反処理をした。市立大学及びセンタ

ー病院は、内部告発（調査）せず、業務上の責任問題及び係る法律、条例等の法

令上の自治事務責任問題の重大違反処理をした。 

イ 申立人は、実施機関は、医療法上の医業自治事務、立入検査の自治事務、内部

調査や後追い調査、３回の再調査の自治事務処理の重大違反に加え、その結果責

任は、関与した約100人を含む監督管理義務の重大自治事務違反があると訴えて

いる。 

ウ 総務局が５年以上違法、不当及び不作為の法律法令規程に重大違反を繰り返し、

数々の自治事務処理を偽計・調査偽証したことは、物証、法令根拠等で判断でき

るので、検証・調査してほしい。 

５ 審査会の判断 

(1) コンプライアンス推進課及び人事組織課の事務について 

ア コンプライアンス推進課の事務について 
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 横浜市事務分掌規則（昭和27年10月横浜市規則第68号）では、コンプライア

ンス推進課の事務分掌は、「(1)職務の公正に関する調査及び調整に関すること。

(2)不正防止内部通報制度に関すること。(3)特定要望記録・公表制度に関する

こと。(4)内部監察に関すること。(5)監査報告に係る調整に関すること。(6)職

員の服務（人材組織部人事組織課の主管に属するものを除く。）に関すること。

(7)コンプライアンス委員会に関すること。」と規定している。 

 本市のコンプライアンス推進体制は、本市職員の法令の遵守及び倫理の保持

による公正な職務の執行及び適正な行政運営の確保について、横浜市職員の公

正な職務の執行及び適正な行政運営の確保に関する規則（平成18年12月横浜市

規則第145号）により、同規則第２条に掲げる局区（以下「局区」という。）ご

とに、局区の長を責任者として、それぞれの事務事業の内容に即してコンプラ

イアンスの取組を進める体制となっている。 

イ 人事組織課の事務について 

 横浜市事務分掌規則では、人事組織課の事務分掌は、「(1)人事組織管理行政

に関すること。(2)職員の任免、分限、賞罰、服務その他人事に関すること。

(3)職員の表彰に関すること。(4)職員の定員及び配置に関すること。(5)職員の

人事考課に関すること。(6)職員の選考に関すること。(7)人事記録の管理に関

すること。(8)職員の人事交流に関すること。(9)人事委員会との連絡調整に関

すること。(10)現金、物品の亡失等に伴う職員の損害賠償に関すること。(11)

組織に関すること。(12)職務権限に関すること。(13)地方自治法（昭和22年法

律第67号）第180条の４の規定による勧告及び協議に関すること。(14)部内他の

課の主管に属しないこと。」と規定している。 

 このうち、「(2)職員の任免、分限、賞罰、服務その他の人事に関するこ

と。」に含まれる懲戒処分の取扱いについては、一般的に、職員の非違行為

（職員による法令違反や義務違反など）が発生した場合は、まず当該職員の所

属する局区人事担当課が状況把握・事実確認を行い、案件によってコンプライ

アンス推進課又は人事組織課に随時報告等を行うこととなっている。それらの

結果や局区人事担当課の考え方を踏まえつつ、総務局において、懲戒処分の標

準例（平成15年９月策定）の内容も考慮した総合的な判断により、任命権者が

当該職員に対して処分を行うか否か、またどのような処分を行うかの検討・決

定及びそれに係る手続を行うこととなっている。 
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(2) 本件請求に係る経緯について 

実施機関の処分理由説明書等によれば、本件請求に係る経緯は、おおむね次の

とおりである。 

ア 平成10年10月、申立人の家族が交通事故により受傷し、センター病院に救急

搬送され、手術及び治療を受けた。その後、申立人とセンター病院との間で、

カルテの訂正や診断書の発行等に関するやり取りが続いた。 

イ 平成17年３月以降、申立人は、それまでのセンター病院の対応を問題とする

文書を本市に提出した。これを受け、平成17年５月、医療安全課及び南福祉保

健センターが合同でセンター病院への立入検査（以下「本件立入検査」とい

う。）を実施した。その後も申立人は、本件立入検査に関する多数の質問文書

を実施機関に提出した。 

ウ 平成19年５月以降、申立人は、本件立入検査には違法性があるとして、関係

職員の処分を求めるという観点から、職員の人事を所管する総務局に対して申

立てを行った。 

エ 総務局では、人事組織課が窓口となり、センター病院及び健康福祉局との調

整、厚生労働省への文書照会等を行った。 

(3) 本件請求の趣旨について 

ア 横浜市行政文書管理規則（平成12年３月横浜市規則第25号）第６条第１項で

は、事案についての最終的な意思の決定（以下「決裁」という。）は行政文書

によって行うものとし、同条第３項で、行政文書による決裁を要する事案とし

て、「(1)市長が管理し、及び執行する事務事業の方針を決定すること。」、

「(7)通知、照会、回答等をすること。」等を例示している。また、横浜市行政

文書取扱規程（平成17年３月達第１号）第12条第１項では、決裁を要する事案

は起案文書を作成しなければならないとし、同条第５項では、起案文書には、

起案の要旨、理由、問題点等を記載し、必要に応じ、参考となる資料を添付し

なければならないとしている。 

 文書事務について具体的な手続を示した、文書事務の手引（研修編）（平成

20年10月版。以下「手引」という。）では、「(2) 起案の構成」において、起

案文書は、大まかに分けて「本体＋案文＋資料」の３部分で構成されるとし、

「ア 本体」、「イ 案文」及び「ウ 資料」としてそれぞれの内容について

説明している。 
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イ 本件の個人情報本人開示請求書（以下「本件開示請求書」という。）には、

「１ 本人開示請求に係る保有個人情報」欄に「横浜市行政文書管理規則、横

浜市行政文書取扱規程の「文書手引」の(2)起案の構成のア、イ、ウ」との記載

があり、本件開示請求書の別紙には、手引の「(2)起案の構成」部分の写しが貼

付され、「下記の取扱った事務処理に対する起案文書の「本体＋案文＋資料」

の全てと正しい説明の情報開示を即急に求める」、「Ｈ23年１月期以前へＨ19

年11月26日、５月期約３年以上分の(2)起案の構成の事務処理の全て」、16項目、

開示請求に先だっての実施機関に対する回答要望等の記載がある。また、本件

開示請求書には、請求先を横浜市長とした上で、その下に「総務局、人材組織

部、人事組織課 コンプライアンス推進室・課 各位殿」と記載がある。 

ウ したがって、本件請求の趣旨は、本件開示請求書の記載から、平成19年５月か

ら平成23年１月までの期間（以下「対象期間」という。）に、本件開示請求書の

別紙に記載された16項目に関して、コンプライアンス推進課及び人事組織課が作

成した起案文書の開示を求めるものであると解される。 

エ なお、実施機関が横浜市個人情報の保護に関する条例第22条第７号を適用して

非開示とした情報については、申立人は、前記４(8)のとおり、実施機関の主張

に反論するものの、当該情報の開示を求めていないことから、当審査会はこれを

判断しない。 

(4) 本件個人情報について 

 本件個人情報は、対象期間に人事組織課が作成した16項目に係る起案文書であ

る。16項目の内容は、全体として、対象期間に、実施機関に対してなされた申立

人からの要望等及び当該要望等に対する実施機関の対応であると解される。 

 本件個人情報のうち、個人情報１は、人事組織課が作成した、厚生労働省に対

して医療法（昭和23年法律第205号）の法令解釈について照会をするための起案文

書、医療法に関する事務及び医療機関への立入検査を所掌する健康福祉局に対し

て申立人の主張の特に重要な論点に対する回答を求めるための起案文書並びに人

事組織課ほかと申立人による面談において申立人に提示する文書についての起案

文書であり、これらは16項目の７、10及び12から16までに対応している。 

 本件個人情報のうち、個人情報２は、対象期間に人事組織課が作成した16項目

の１から６まで、８、９及び11に係る起案文書である。 

 実施機関は、個人情報１を特定し、それ以外は起案文書を作成していないため、
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個人情報２は作成しておらず、保有していないと主張しているので、以下検討す

る。 

(5) 個人情報１の特定について 

ア 実施機関は、各所管が行った当該所管が所掌する事務に関して、総務局はその

適否を判断したり、回答・説明する立場にはなく、起案により意思決定を行う必

要がない旨主張しているため、当審査会が事務局をして実施機関に確認させたと

ころ、次のとおり説明があった。 

(ｱ) 本件事案の本来の問題は、センター病院における医療過誤や診療拒否及びこ

れらに対する横浜市の本件立入検査に関するものであり、現時点において、診

療を行ったセンター病院及び本件立入検査をした健康福祉局の違法行為が明ら

かになっているものではない。 

(ｲ) 前記(ｱ)のとおり、現在まで、診療を行ったセンター病院及び本件立入検査

を実施した健康福祉局の違法行為が明らかになっていない以上、コンプライア

ンス推進課及び人事組織課において、本件事案に関する調査や職員に対する処

分などを行うことは難しいと考える。 

(ｳ) 本件事案において個人情報１は、申立人の主張を申立人に代わって総務局か

ら文書で回答依頼をすることにより申立人が健康福祉局等からの回答を得られ

るよう努めたものであり、事実行為として総務局が申立人の対応を行う中で、

やむを得ず起案を行ったものである。 

 そこで、当審査会が個人情報１を見分したところ、別添１に示す１及び２の起

案文書は、医療法に関する事務及び医療機関への立入検査に関するものであって、

当該事務を所掌する健康福祉局等に回答を依頼するためのものであり、また、別

添１に示す３及び４の起案文書は、総務局が当該事務を所掌しないためこれ以上

取り得る対応がない旨等を申立人に示すためのものであることが認められた。 

イ また、実施機関において保有する起案文書について、当審査会が事務局をして

実施機関に確認させたところ、対象期間に、コンプライアンス推進課及び人事組

織課において作成した起案文書のうち、申立人に関して起案した文書は、16項目

にかかわらず、個人情報１のみであって、今回の本来の問題である医療行為や立

入検査の所管ではない総務局としては、起案により意思決定を行う必要がなかっ

たため、起案文書を作成しておらず、保有していないとのことであった。 

ウ 前記(1)のコンプライアンス推進課及び人事組織課の所掌事務並びにこれらの
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ことを併せ考えると、当審査会としては、個人情報１以外に16項目に係る起案文

書を作成しておらず、保有していないとする実施機関の主張は不合理であるとは

いえない。また、そのほかに対象期間にコンプライアンス推進課及び人事組織課

が作成した16項目に係る起案文書の存在を推認させる事情も認められなかった。 

(6) 個人情報２の不存在について 

 実施機関は、対象期間に、コンプライアンス推進課及び人事組織課において、個

人情報１以外には、16項目に係る起案文書は作成していないため、個人情報２を作

成しておらず、保有していないと主張している。 

 前記(5)のとおり、当審査会としては、個人情報１以外に16項目に係る起案文書

を作成しておらず、保有していないとする実施機関の主張は不合理であるとはいえ

ず、そのほかに個人情報２の存在を推認させる事情も認められない。 

(7) なお、申立人はその他縷々主張するが、いずれも当審査会の判断を左右するも

のではない。 

(8) 結論 

以上のとおり、実施機関が個人情報１を特定し、一部開示とした決定及び個人

情報２を存在しないとして非開示とした決定は妥当である。 

（第一部会） 

 委員 三辺夏雄、委員 橋本宏子、委員 勝山勝弘 
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別添１ 個人情報１一覧 

 

１ 平成21年度 行人第390号「厚生労働省医政局医事課への照会について」 

２ 平成22年度 総人第236号「健康福祉局への回答依頼について」 

３ 平成22年度 総人第816号「打ち合わせにおける提示文書について」 

４ 平成22年度 総人第974号「打ち合わせにおける提示文書について」



－１１－  

別添２ 本件請求項目一覧 

 

１ Ｈ19年５月末期の緑区役所での議事内容、その目的等に関する事務処理対応の３部

分 

２ Ｈ19年11月26日付「不服申立て通告請願書」を正規受理 同年月28日にしたその文

書に対するその検討、調査、調整、検証、目的等に関する事務処理、対応の３部分 

３ Ｈ20年２月12日付「Ｈ19年11月26日付不服申立て通告請願書に追加提出の文書」を

正規受理した文書に対するその検討、調査、調整、検証、目的等に関する事務処理、

対応の３部分 

 特定市会議員への付託、参加についても 

４ Ｈ20年４月18日付「追加不服申立て、及び告発に係る要請書」を正規受理した文書

に対するその検討、調査、調整、検証、目的等に関する事務処理、対応の３部分 

 同年月同日受理 

５ Ｈ20年６月20日付「Ｈ19年11月26日付の受理頂いている不服申立て通告請願書に続

く平成20年４月18日付までに係る追加申立書」を正規受理した文書に対するその検討、

調査、調整、検証、目的等に関する事務処理、対応の３部分 

 同年８月５日受理 

 （上記１～５の(2)起案の構成の３部分について 

  下記の６まで約２以上に亘り事務処理の全てを不作為した。 

６ Ｈ21年10月17日付「不服申立書、兼、請願書」を正規受理した文書に対するその検

討、調査、調整、検討、目的等に関する事務処理、対応の３部分 

 同年月18日に受理 

７ Ｈ20年暮頃から７月期頃までの事実関係経緯の事務施行で上記の６の事実関係経緯

で施行した「局長名、所管部署名でした」と公言事務処理した「厚生労働省、所管課

への２回の文書伺い書」及び「伺い回答書」に対するその検討、調査、調整、検証、

目的等に関する事務処理、対応の３部分 

８ 上記の７を事務施行後に申立人は６を正規受理され、７の厚労省伺い回答を総務局

から正規文面ではない、人事組織課係長と局長、部長、課長の確認したとする文書

（13項０枝項）を発布提供されて、６の文面に厚労省の回答及び「申立人の主張」

「健福局の主張」の13項０枝項、物証、法律法令根拠資料12点（40点以上物証）等で

詳細一項一項につき反論申立てた（厚労省が法律法令等の解釈、運用見解回答した
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「市が法令根拠で社会通念上の（事務処理で）厳格な確認（検証）判断すべきこ

と。」と教示指導した部分13項０枝項について）人事組織課係長は「局長、所管が伺

い回答を得たことなので局長、上司に確認、判断をした決定文書を発布する云々。」

の公言公約をしていたが、Ｈ21年12月暮、部長、係長、特定市会議員、申立人同席の

調査議事の場で人事組織課長は「そんなことは知らない。」と強弁嘘主張した上で、

総務局側はその部分について、13項０枝項の申立てた事実内容と法令等違反の是非判

断の決定文書発布をＨ23年度１月期まで今だにしていない。事務処理の不作為違反を

し続けているのである。人事組織課係長は「厚労省の伺い回答で総務局が判断できな

い時は（同局の）法制課が実務担当だから伺い判断することになる。」と言及したが、

申立人がＨ23年１月３日に法制課に問い正したが、「同課は伺われ回答したことは知

らない。」と説明している。（これらは録音テープ証拠が有る。）したがって、次の

３点について、(2)の起案の構成の３部分の 

 ① 法制課との事務処理 

 ② 健福局側との事務処理 

 ③ 市大病院側との事務処理 

 以上についての検討、調査、調整、検証、目的等に関する詳細事務処理内容と対処

の３部分 

９ Ｈ22年11月22日以前に総務局側、特定市会議員が（申立人の不参加で）、市大と附

属病院に施行した本文１～16に係る検討、調査、調整、検証、議事、目的等に関する

事務処理、対処の３部分 

10 Ｈ22年11月22日以前に総務局側、特定市会議員、申立人が健福局側に施行した本文

の１～16に係る検討、調査、調整、検証、議事、目的等に関する事務処理、対応の３

部分 

11 Ｈ23年１月期以前に本文１～16の事務処理を施行中に申立人は「平成18年度医療法

改正、市の条例制度規定、運用の変更に伴い、18区は権限、管理監督を医療法上立入

検査等の全権を市本庁の健福局の保健所に移管している。したがって、本件事件事案

の問題は引継いだ同所と所長（兼務担当理事）、後任所長に対しても総務局が１～16

全般に対しての、「調査、聴取り、検討、議事をし一定の判断を得る。」等を（申立

人の申立て文書、口答抗議録音テープを根拠にして）施行したとする全部文の検討、

調査、調整、検証、議事、目的等に関する細詳の事務処理、対応の３部分。 

 これらについては、健福局長や健安部長とも事務処理、対応したと、人材組織部長、
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人事組織課長が言及説明した事実（録音テープも申立人の申立文書も有る。）が有る

ので上記と同じく３部分 

12 Ｈ22年11月22日の総務局側、健福局側、特定市会議員、申立人の調査・議事で施行

した本文の１～16に対する新しい考え方、事実とした資料３－１～４の・点13項目の

下段に対する検討、調査、調整、検証、目的等に関する事務処理、対応の３部分（こ

れに対する起案決裁した文書だと情報開示の提供は受けたが、(2)起案の構成とする

３部分が全くないので申立人は認めず法令規定等の違反と申立てるし、部、課、係長

の説明強弁は嘘だと申立てる。） 

13 Ｈ23年１月18日の総務局側、特定市会議員、申立人の調査、議事で施行した本文の

１～16に対する新しい考え方、事実とした資料３－１～３の・点14項目の下段に対す

る検討、調査、調整、検証、目的等に関する詳細の事務処理、対応の３部分。上記の

12の（ ）内も同一。 

14 本文の１～16で総務局側が（現在の人事組織課係長が担当と成り事務施行した起案、

決裁とその新しい考え方の決裁文面全ては上記の１～14の３部分と次項15、16項の３

部分の法令規定に全て悪質違反し不作為した一方的内容であることを抗議申立てる。

申立人は全て認めない。その内の12、13の一方的に新しい考え方、事実とした起案決

定書の項目に有る下記２点について、 

 ① 市大病院が代理委任契約で弁護士が事務処理する件 

 ② 総務局、横浜市が本件一切を弁護士に代理委任契約する準備を進めている件 

 これに対し申立人は「具体的に裁判を民事・刑事で提起すると断言意思表示はこの

13年間１度もしていない。」申立人は終始一貫して申立文書多、口頭で「横浜市行政

の責任で法律法令、市の条例、制度規定に則って、厳正に公正に、迅速に問題処理解

して頂きたい、そうすべきだ。」と正当な権利として不服申立て等々を市長、各局長、

所管部署各長らに訴え抗議申立て続けているので有り、本全項16項の横浜市と市大病

院の法律法令等の重大不作為等の多を違反事務処理を続けている側に法的対応措置と

して、法令等違反をした重大嫌疑事実と証明できる物証多、法令根拠の本情報開示添

付書、本開示請求で示す、１、２、３の法律法令根拠も係る事務処理不作為違反して、

約100人以上の市長以下の調査問責を不履行しつつこの当事者と共に本件事件の事実

を隠避、隠匿し隠蔽する手法で弁護士を介入事務処理を画策強弁し起案決定文書にし

て、申立人に対抗する脅しの事務行為には恐怖政治行政手法を禁じ得ないし重大問題

である。そこで、弁護士を介入させる意図・目的を含み上記の①②についての事務施
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行した起案、決定文書作成に関する検討、調査、調整、検証、議事、打ち合わせ稟議

した詳細の全ての３部分 

15 Ｈ22年８月４日の総務局、所管部署、特定市会議員、申立人が調査・議事の事務施

行した、健福局側への対応した検討、調査、調整、検証、議事、打ち合わせ稟議した

詳細の全ての３部分 

 加えてこの日の対象となった、下記について 

 ① 総人第236号質問文書作成に至った事務処理の件 

 ② 健安医第660号回答文書作成に至った事務処理の件 

 ③ 上記①を現在の人事組織課係長が起案、決裁して決定文書発布した事務処理の

件 

 ④ 上記②が起案決裁して決定文書発布した事務処理の件 

 ⑤ ８月４日に①～④で上記を含み15を事務処理した詳細の全ての３部分 

16 Ｈ22年11月22日の資料１で総務局が提示した文書①～⑦の文書、Ｈ23年１月18日の

資料１で総務局が提示した文書、①～⑪の文書（上記の１～15の文書を除く。）を同

局が受理し調査対処施行した起案、決定文書作成したとする検討、調査、調整、検証、

議事、打ち合わせ稟議、目的等の詳細の全ての３部分 
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《 参  考 》 

審  査  会  の  経  過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

平成 2 3 年５月 3 1 日 ・実施機関から諮問書及び処分理由説明書を受理 

平 成 2 3 年 ６ 月 ３日 
（第119回第三部会） 
平 成 2 3 年 ６ 月 ９日 
（第186回第一部会） 
平成 2 3 年６月 1 4 日 
（第193回第二部会） 

・諮問の報告 

平成 2 3 年６月 2 4 日 ・異議申立人から意見書を受理 

平成 2 3 年７月 1 3 日 ・異議申立人から意見書（追加）を受理 

平成 2 3年 1 0月 1 3 日 
（第193回第一部会） 

・審議 

平成 2 3 年 1 1 月２日 ・異議申立人から意見書（追加）を受理 

平成 2 3年 1 1月 1 0 日 
（第195回第一部会） 

・審議 

平成 2 3年 1 1月 1 1 日 ・異議申立人から意見書（追加）を受理 

平成 2 3 年 1 2 月８日 
（第197回第一部会） 

・審議 

平成 2 4 年１月 2 6 日 
（第199回第一部会） 

・審議 

平 成 2 4 年 ２ 月 ９日 
（第200回第一部会） 

・審議 
 
 
 


